Position, Status and Class (II) by Sugimori, Koichi
岡山大学経済学会雑誌2！（3），1989，181～202
地位分類，地位，階級（下）
杉　　森　　滉　　一
?
1．現行の地位分類
2．批判的分析　　　（以上前号）
3．地位の体系
4．地位の概念
5．地位と階級　　　（以上本号）
3。地位の体系
　以上の批判的考察に基づいて，地位というものの全体像を整理してみる。
全体像の整理には幾通りかの仕方が考えられるが，ここでは，搾取する者，
搾取関係の間にある者，搾取される者，搾取関係の周辺にある者，搾取関係
の外にある者，という分け方をとって述べていくことにする。
　1）搾取する者
　（1）資本所有主。彼は経営主（したがって雇用主）を兼ねる場合と，た
んなる所有主に留まる場合とがある。後老は一種の金利生活者であるが，社
会的分業の一環を占めていなければ無職者となり，占めていればそれに応じ
た何らかの地位に潜在する。
　（2）資本経営主。資本所有者に剰余価値の取得を請負う者。搾取老では
あるが，自身は資本の所有者ではないという点で資本所有主と区別される。
資本経営主のなかでは，公営企業の経営者と私企業の経営者とが区別され
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る。これは彼らが動かす資本の，所有形式からくる違いによる。公営企業す
なわち資本の公的所有は，個人的所有や共同所有とたんに異なるのみなら
ず，そのものとしては私的所有自体を否定する所有形態であり，またそのこ
とが公的資本を資本一般から性格的に異ならせている（たとえば収益性がか
ならずしも一義的目的にはならないなど）。資本の所有形式としては，ほか
には個人的所有と共同所有とがあるが，これは資本経営主を地位の上で区別
する根拠にはならない。資本の共同所有は主として株式分有の形をとり，分
有者（株主）の大集団をもたらす。所有と経営とが「分離」したのも，ひと
つには，このような株主大集団が直接に経営に参加することは実質上不可能
であることにあった。資本の共同所有は，資本の非所有老の一部が経営主に
なることと，資本所有者の一部が他の地位（無職者など）を得ることとして
表れるから，独自の地位を構成することはない。
　（3）上層雇用者。搾取を実効化するグループ。もっとも，雇用者のどこ
までがこれに属するかを一たとえば職制上の位置によって　　形式的に規
定することはできず，近似的に評定しうるのみである。雇用主が資本経営業
務に参加させる雇用者の範囲はその時々の条件や環境で変化するので，上層
雇用者は本質的に幅をもった存在たらざるをえないからである。彼らと他の
雇用者とをわける境界は個別的な条件によっても異なりうるが，一般的には
企業規模，景気変動，産業部門などが影響すると考えられる。企業規模が大
きければ資本経営業務が増え，境界はそれだけ職制の下位にくるであろう。
また好況期には資本経営老は経営権力を分散させるので，上層雇用者の経営
参加の程度が高まり，搾取者（の周辺）という性格が強まる（不況期には逆
に雇用者という側面が強まる）であろう。さらに，不生産的部門とくに広義
の商業（商業，金融業，保険業，証券業，不動産業など）では境界は職制の
比較的下位にさがるであろう。これらの部門では剰余価値の　　生産ではな
く一稼得を，言換えれぽ他部門で生産された剰余価値の取り込みを行なっ
ている。これらの部門における労働は，基本的には，組織された資本（商業
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資本と利子生み資本）機能の遂行であり，その意味で生産的部門に比べれば
かなり下の職制段階の雇用者まで資本経営に「参加」していることになるか
らである（ただしこれらの部門では，組織化された資本機能のうちの一部が
事務労働として切り離され機械化されてきた結果，境界が以前よりは逆に上
がるという傾向を合わせ持っている）。上層雇用者の搾取者たる位置は一
資本所有者や経営主のそれとは対照的に一門確定的であり，被搾取者たる
雇用者との境界はたえず動いている。＊
　（4）生産的労働力を雇用するかぎりでの政府の構成員。具体的には，中
央および地方行政府の要員すなわち与党代議員，首長，高級公務員。
　（5）徴用主。搾取には，雇用によるほかに徴用による場合がある。まれ
には私的な徴用主もありうるが（たとえば暴力団），徴用主は一応は政府と
＊　上層雇用者は，フランスの分類では識別されていないが，国際連盟案に
はその萌芽が見られる。先に掲げた案のうちの，
　4．給与または賃金の取得者　　a．役員・支配人
　　　　　　　　　　　　　　b’その他　膿灘
という部分がそれである。いずれも雇用者についての区別であって，a，　b
は指揮・命令する者とされる者とをわけ，（1），（2）は頭脳労働中心の者と肉
体労働中心の者とをわけている。命令・被命令や頭脳労働・肉体労働といっ
た区別は，基本的には作業場内分業における区別すなわち職業の違いであっ
て，「地位」の分類に直接に馴染むものではない。にもかかわらずこれらが使
われているのは，これらの雇用者には他の雇用者とは異なる性格があるとい
う認識があったことを表わしている。その性格は，我々の考えでは，「雇用者
たる搾取老」に求められるべきである。国際連盟案ではそれを誤って職業的
区別に求めた。命令・被命令や頭脳労働・肉体労働という区別は，雇用者の
なかでの搾取者・被搾取老という地位のちがいに間接的に関係している。
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くに中央政府に限られる。したがってこの両項目（4と5）は合体されう
る。
　地主も雇用以外の方法による搾取者たりうるが，地主が独自の地位を形成
することはない。貸地をもつだけのたんなる地主は無職者となるか他の地位
に潜伏するかであって，さきに述べた資本所有者の場合と同じことになる
し，また，雇用者をもつ地主は私企業雇用主となるからである。なお，在宅
労働を通じる搾取者も独自の地位を形成することはない。なぜなら彼は他面
で雇用を通じる搾取者（私企業雇用主）であり，そしてそれを主側面とする
ことが多いからである。＊
　2）搾取関係の閤にある者
　（1）生計手段の所有者で商品生産を主とする老。生計手段の所有形式に
よって個人自営業主と協同自営者（生産協同組合の構成員）とにわかれる。
また，家族関係から業主と家族員とにも分かれる。
　（2）見習い。彼は搾取もされてはいるが，被搾取過程は同時に職業訓練
過程でもあり，そのほうが主たる側面であると考えられる。
　（3）家族的従業者。さきに述べたように，搾取されているとしてもそれ
＊　資本所有と資本経営との分離（いいかえれば搾取と搾取機能との分離）
やそれに続く資本経営の雇用からの分離（いいかえれば搾取機能と搾取遂行
との分離）は，つぎのように解釈される。それは，一方では，資本の集積・
集中の結果，資本の本性である搾取機能がますます多くの労働力を包摂して
ゆく過程である。他方この過程は搾取機能の自立化によって（そして資本の
所有形式が私的から共同的さらには国家的に展開していくこととも相まっ
て），資本所有の意味を希薄化していく過程でもある。資本蓄積は資本輝輝
の拡大をもたらすが，それは同時に資本自体の否定（社会的生産手段への変
質）をもたらす過程でもある。
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は部分的であって，自営業主の補助者であることを主たる側面とする。
　3）搾取される者
　（1）雇用を通じる者。企業の雇用者と，政府の雇用者のうち生産的労働
に従事する者とがあげられる。
　（2）上記の者のうち雇用が不安定な者。雇用契約はフルタイムかつ期間
の定めのないことが原則であろう。この条件に満たない雇用は，通常の雇用
に達しないという意味での「準」雇用である。一時雇用者（臨時雇用者，季
節雇用者，日雇いなど）やパートタイマーがこれにあたる。これらの雇用者
は失業者あるいは無職者（地位としては「対象外」）との限界域をなす。
　（3）請負い関係を通じる者（家内労働者）。注文主たる企業との間では，
雇用者と同じ論理による搾取関係が成立するが，雇用関係によらないという
点で雇用者とは異なる。
　（4）権力的強制による場合（徴用者）。徴用は権力によって行なわれる
が，強制される場合（たとえば徴用兵）と自発的に志願する場合（志願兵，
海外協力隊員，ヴォランティアなど）とが区別される。
　（5）地代形態で搾取される者（小作人）。地代が被搾取の表現か分配の表
現（たんなる賃借）かという区別が問題となるが，地代が現物かつ定率であ
るかどうかを一応の基準としてよいであろう。
　搾取されている点では同じでも，搾取の形態によって労働力のありかたは
異なる。被雇用における労働力は，労働遂行の諸条件（内容，時間，場所，
開始・終了の時刻，密度，強度，リズムなど）を指定され，雇用主または上
層雇用者の指揮・命令に従って行動すること，またそれとともに労働中の労
働力管理責任を彼らに預けてしまうことにある。つまり被雇用においては，
労働力は労働時間中の自律性を喪失する。これにたいして徴用における蛍働
力は，労働時間中だけでなく生活の全時間にわたって自律性を喪失する。さ
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らに，請負いにおける労働力は，生活時間中はもとより，労働時間中でも相
対的ながら自律性を確保しうる。
　4）搾取関係の周辺にある者
　（1）企業経営主以外の雇用主。資本とではなく所得と交換に労働力を買
う主体，したがって搾取を伴わない，労働力商品のたんなる買い手たる雇用
主である。企業部門を除く政府，世帯あるいは個人，それに非営利団体があ
る。雇用主の範囲は，政府については上記の意味での要員であり，非営利団
体についてはその構成員（専従役員）である。政府要員は徴用者や生産的労
働に従事する雇用者にたいしては搾取者であるので，非営利団体役員とは区
別されるべきであろう。なお雇用主たる世帯や個人は他に主たる地位をもっ
ているのが普通であるから，ここでは考えないでよい。
　（2）政府，非営利団体，個人などの雇用者でサービス労働に従事する
者。政府は他の面では搾取者である点で特異なので，政府の雇用者は公務雇
用者として区別される。
　5）搾取関係の外にある者
　（1）個人または集団での自給自足者。生産手段の所有者で，生産または
生計活動はしているが商品生産をしないかそれを従としており社会的分業に
参加していない。
　（2）失業者。生産手段の非所有者で，社会的分業にまったく参加してい
ないか部分的にしか参加していない。
以上を，地位分類のモデルたりえるように地位分類ふうの体裁で示し直す
と，つぎのようになる。
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0　対象外
（地位のない者）
1企業経営主
2　企業上層雇用者
3　企業雇用者
01無職者
02失業者
03　その他＊
11　私企業経営主
　　（資本所有者）
12　私企業経営主
　　（資本非所有者）
13　公営企業経営主
21私企業雇用者
22　公営企業雇用者
31　私企業雇用者
32．公営企業雇用者
4　政府雇用者（生産的労働従事者）
5　企業準雇用者　　41　私企業準雇用者
　　　　　　　　　42　公営企業準雇用者
6　徴用者
7　在宅勤労者
8　小作入
9　政府要員
10　非企業雇用者
61　強制徴用者
62　ヴォランティア
101　公務雇用者
102　その他雇用者
11非営利団体構成員
12　自営者
13　家族的従業者
114見習い
121個人自営者
122　営業共同組合員
123　家族従業者
＊自給自活者，生活共同体構成員
　以上の体系（地位分類の「モデル」）はむろん仮設的なものにすぎないが，
一応これを労働力のあり方の客観的な姿と見なすことにしよう。これと，上
記のフランスの地位分類や国際連盟案とはどういう関係になるであろうか。
上記の二分類における地位と，我々の．「モデル」で表わされる地位とは，同
じ名称ながら内容において異なっていることは明らかであるが，その理由は
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どこにあると考えられるか。以下では我々の分類をA，フランスの地位分類
をBとして，A，　B問の違いの理由を挙げていくことにする。この理由は大
きくは，技術的なものと理論的なものとに分けられる。
　技術的理由
　1）Aが概念的な分類であるのにたいしてBは統計の分類である。Aは理
論的にはたぶんより厳密であるが，それは統計分類としての実現可能性を考
慮しないでいられる限りにおいてである。Bにおいては，分類標識は調査可
能な，あるいはそれから誘導可能な，いずれにせよ現象の範囲内での属性に
限られるから，概念的に正しい区別であっても採用されえない場合がある。
Aにある，たとえば「11私企業経営主（資本所有者）」，「12　私企業経営主
（資本非所有者）j，「2　企業上層雇用者」などは，Bでは省略せざるをえな
くなる。
　2）Bはひとつの調査（国勢調査）の結果を分類するための体系であるか
ら，別の調査からしか得られないデータを要するような分類項目は設定され
えない。Aにおけるr11　私企業経営主（資本所有者）」，「12　私企業経営主
（資本非所有者）」，「5　企業準雇用者」「7　小作人」「52　ヴォランティ
ア」などは，Bでは採用されえない。
　3）統計分類の分類標識は，理論的な正しさばかりでなく一時には理論
的な正しさを犠牲にしても一形式的な明瞭さ（問主観的な単純さ）を要す
る。それは分類作業の能率のためでもあるが，より重要なのは汎用性のため
（別の観点からの利用にも耐えられるようにする）ためである。事例ごとの
個別的な分類や特定の理論を背景にした分類では，分類標識が複雑になった
り丁丁化されなくなったりする。このような分類は，たとえそれ自体として
は正しいものであっても，統計分類として必ずしもよいとはいえない。たと
えばBでは雇用者を持つか否かで雇用主を区別してしまうし，また，企業上
層雇用者を他の雇用者から区別せずに一緒にまとめてしまう。Bのこれらの
措置は，地位統計の（地位のではなく）分類としては誤りとはいえない。
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　4）実用的な見地からすれば，ごく少数しか該当者のない項目は用意する
意義に乏しい。Aの「Ol無職者」「03その他」「7　小作人」「52　ヴォラ
ンティア」などは，Bでは省略されてもやむをえない。
　理論的理由
　1）既述のように，Bも国際連盟案も，その中心を雇用関係に置いてい
る。どちらの分類もその骨格は要するに「雇用する者」「雇用される者」「ど
ちらでもない者（＝自営者）」という三分法である。国際連盟案はこの三分法
に，「どちらでもない者」の変種として家族従業者を付加したものであり，B
はさらに，「雇用される者」についての細分を加えたものであると解釈され
うる。既に述べたように，雇用関係は労働力の売買関係にすぎない形態的関
係であって，それが表わす実体的諸関係はいろいろでありうる。にもかかわ
らずBは雇用関係それ自体に固執している。このため搾取関係からするより
本質的な区別を展開せず，それを隠蔽する結果になっている。雇用主，雇用
者をたんに労働力商品の売手，買い手とみなすということの裏には，雇用者
を労働力（という「生産要素」）の「所有」者，雇用主を「資本」（本来の資
本ではなく，たんに生産手段や営業手段という意味での「資本」）の所有者と
みなすという見地が隠れている。この見地のもとでは，雇用は労働力という
商品の単純流通と同一視され，雇用主も雇用者も対等な商品取引者に擬制さ
れて，資本制商品生産下での労働力の特質が見失われるのである。
　2）雇用関係それ自体を中心視するということは，労働力商品（という形
態）においてのみ労働力を表象する，ということを意味している。この表象
からすれば，労働力商品でないものは労働力ではないことになる。無職老，
生活共同体構成員，自活者，ヴォランティア，徴用者などが，独自な地位で
あるにもかかわらず識別されていないのは，これらが労働力商品ではない労
働力だからである。もともとBではいわゆる労働力人口だけに対象を限定し
ている。だから徴用者やヴォラソティアが入ってこないのは当然ともいえる
のであるが，無職者が入っていないのはこの限定だけでは説明されない。そ
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れに，地位を考えるさいには労働力人．口の範囲そのものも再検討されてしか
るべきであろう。
　3）労働力を労働力商品の形態でだけとらえると一労働力商品は社会的
労働力であるから一労働力が社会的か私的かという観点がなくなり，ここ
からする区別が失われる。したがってBでは本来の意味での「対象外j益す
なわち私的労働力が識別されなくなる。
　4）Bには「労働力＝労働力商品」視点だけでなく，労働力商品のとくに
買い手の側に立った視点がある。買い手は，買うかもしれない商品の価格，
品質，使用上の条件を吟味する必要がある。その商．品が労働力商品である場
合には，価格（＝賃金）や品質（＝職種，職制，熟練度）のほかに，いわば
買い入れ条件とでもいうべきものを吟味する必要がある。労働力の特徴は，
その買い手にとっては購入および管理の条件として表象される。こうした吟
味の観点からすると，労働力商品は，通常の商品（＝私的事業所の雇用者），
試用期間の定めがあって解雇権を留保しえている商品（＝見習い），作業場
所を用意せずにすむが，それだけに管理には留意を要する商品（＝在宅勤労
者），身分保証など特別の権利を与えなければならずまた守秘や政治的中立
性など特別の義務も負わせうる商品（＝国家・地方公務員），これに準ずる
商品（＝公共サービス部門雇用者），市場にあって現に売りに出ている商品
（＝失業者）というように区別される。Bは，基本的には，労働力の買い手
がつくった労働力商品のリストであるともいえる。
　分類基準の中心を雇用関係に置くと，雇用・被雇用のつぎには雇用の種類
や雇用条件が基準となるのは，ある意味で当然である。Bが雇用者について
は比較的詳しいのにたいして，雇用主や自営者についてはほとんど区別して
いないということも，Bを労働力の買い手の立揚からの分類であると考えれ
ば説明がつく。労働力の買い手の立場からすれば，雇用主や自営者は労働力
商品ではないから，その性質に詳しく立ち入る必要はないのである。
　5）Bには労働力の買い手の視点というだけでなく，資本家たる買い手の
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観点がある。Bは雇用関係を核心にしているにもかかわらず，　r国家・地方
公務員」たついてのみは，雇用主と雇用者とを区別していない。これは公務
部門が資本に馴染まない，したがって資本にとっては関心のない領域だから
であろう。「国家・地方公務員」という，きわめて包括的な項目は，「この領
域はべっとする」という，資本からの宣言のようなものである。（「公務員は
すべて政府の，すなわち国民の雇用者である」．という虚構を援用したせいか
もしれないが，そうだとしたら，こうした底の浅い虚構を援用すること自
体，この領域への無関心さを表わしている）。
4．地位の概念
　以上の展開を最終的に取りまとめる意味で，ここであらためて地位にかん
しての概念規定をしておきたい。
　労働力には，産業や職業で表わされる差異のほかに，現行の地位分類がそ
の区別を問題にしているような差異があるe．それは，形態的には雇用，徴
用，請負い，見習い等々の関係をなすものとしての労働力における差異であ
り，そして実体的には生産手段や資本の所有関係（それらの所有形式を含
む）と搾取関係に由来する差異である。この差異は，一言でいえば，生産・
流通または生計維持における法的な人間関係から展開する。「法的な」人間
関係というのは一解りにくい表現かもしれないが一要するに技術的（も
しくは物理的）な関係を介しない，直接的に人と人との関係，という意味で
ある。人間は労働を他人との協同において行ない様々な人間関係を取り結ぶ
が，それには技術的な性格のものもある。たとえば機械を実際に動かす者と
彼を指揮する者という分業関係は　　当該製品をつくるにはそうした関係が
不可欠であるという意味で一生産過程の物理的要求に基づいている。ある
いは，理髪労働に従事する者と運輸労働に従事する者という分業関係は，こ
となる生産結果を分担することの帰結である。これらはいずれも，生産過程
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や生産結果に物理的に規定されているという意味で技術的な関係である。こ
れらの技術的（あるいは物的）な人爵関係を労働力の属性においてとらえて
識別すると，職業や産業となる。したがって産業や職業は労働力の生産力的
属性に対応するといえる。これにたいして直接に人的な人間関係に関係する
ものが地位である。地位は物理的技術的要請からではなく，それとは一応独
立に，生産手段の領有（したがってまた労働成果の領有）から帰結される人
と人との関係である。地位は，職業や産業とは対照的に，労働力の生産関係
的な属性に対応するといえる。生産様式が生産力と生産関係の統一から成る
ことはよく知られている。労働力は生産様式のもとにあるがゆえに，それを
構成する生産力と生産関係という二側面において特定の性格を帯びる。生産
力的側面での性格が産業と職業であり，生産関係的側面での性格が地位であ
る。歴史的にみても，いわゆる地位分類は産業分類や職業分類の確立ととも
に，それらを以ってしては尽くされない属性をとらえようとして創られた。
労働力の，産業分類や職業分類で尽くされない属性となると，生産関係の面
での性質以外にはないわけである。
　ただし地位は生産関係的な属性に対応するとはいえ，生産関係を直接にあ
らわすわけではない。地位は個々の労働力の属性を問題にする。したがっ
て，生産関係という関係（つまり少なくとも二項以上にわたる存在）は労働
力という一項の属性として表われねばならないし，またこの属性は労働力の
外的徴表を以って確認できる（つまり現象的な）属性でなければならない。
これらのいわば「制限」からして，地位は生産関係の反映ではあるがその完
全なまたは忠実な表現ではありえない。たとえば私的企業雇用者，非企業雇
用者，上層企業雇用者という地位は，それ自体としては，私企業に雇われて
いる者，政府・非営利団体・世帯に雇われている者，私企業に雇われている
高い職制にある者，という労働力のあり方（形態）を表現しているだけで
あって，搾取関係を下敷きにしているとはいえそれ自体を示してはいない。
このことは，土地や資本のたんなる所有老の場合に一層明瞭となる。彼らは
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地位の上では対象外（地位がないという地位を　　無職者として　　占め），
大きくは失業者や自給自活者などと一括されるか，あるいは他の地位（たと
えば政府要員）に転化的に潜伏するかであって，いずれにせよ搾取者である
という実体は消失する。地位は，労働力の属性として表われうるかぎりにお
いての生産関係である。
　フランスの地位分類や国際連盟案は，我々の規定した地位をその対象にし
ているとはいえる。この対象を，いわば資本家的に特殊な視点（上述の「理
論的理由」）を前提して，かつ技術的な制約（上述の「技術的理由」）のもと
で分類すると，フランスの地位分類や国際連盟案のような分類ができあがる
のである。
5．地位と階級
　1）階級概念についての本格的な考察はここでの課題ではないが，地位の
概念を明確にするために必要なかぎりで取り上げて置くことにする。地位と
の関係を考える上で仮設的ながら概念的な規定をするとすれば，階級とは，
「社会的富をめぐって常に排反的に利害を異にする，そしてそのために恒常
的に，かつある程度以上の規模を以って相争う人口集団」である，というこ
とになるのではないかと思われる。この規定の眼目は「争いあう集団」とい
う点を重視するところに置かれている。もっとも，「争いあう集団」のなかに
は身分的，人種的，権力的，イデオPギー的などのものがあるから，この規
定ではこれを考慮して，争いの対象が社会的富であることを要求している。
しかし従来行なわれてきた諸規定のように，争われる利害が社会的富の獲得
方法に淵源するものだということは要求していない。社会的富の獲得方法が
異なるということは生産関係上の位置が異なるということであるから，それ
による差異はすでに地位の違いとして表われている。階級が地位と異なるか
一193一
542
ぎり，階級の階級たるゆえんは，地位とはべつの契機（基本的には地位に淵
源するにせよ，それに即自的には含まれない契機）に求められなくてはなら
ない。われわれはそれを，社会的富をめぐって「対立し，恒常的にかつある
程度以上の規模を以て相争う人口集団」であることに求めたわけである。利
害対立が富の獲得方法に基づくような根本的なものであれば，それは必ず，
対立当事者が長期的かつ持続的に対峙することとなって，また，他とそのよ
うに対峙すべく集団としてまとまることとなって表われるはずだからであ
る。階級は，利害対立状況を構成する主体のひとつとして現実に活動してい
る集団，言換えればそういう主体として顕在的に一団体，制度，法律，運
動などを通して一組織された集団である。＊
　以上の規定によれば，地位と階級とは明確に区別される。つまり地位は社
会的労働力としての個人の属性であるのにたいして，階級は個人が利害をめ
ぐって社会的集団に集まる契機としての属性である。また，地位は社会的分
業（ただしその生産関係的側面）の要素としての個人の属性であるのにたい
して，階級は社会的分業を含む国民社会の要素としての個人の属性である。
個人が社会的集団にまとまるための契機（共通性）は，様々な範囲でまた
様々な次元において幾つもありうる。地位はそれらの結集の契機のうちもっ
とも基本的なものではあるが，地位だけが，あるいは地位がもっとも強く，
結集の契機として作用するとは限らない。したがって階級は地位には還元さ
れない，地位とは一応別の概念である。地位を同じくする者は，社会的富の
獲得方法に淵源する利害において一致する者，あるいは生産関係において同
＊　念のためにいえば，現実に集団を以って相争うというだけでは階級たり
えない。消費者団体，遺族会，農業者団体などのいわゆる圧力団体は争う集
団ではあるが，その利害は恒常的でも排反的でもない。相争う集団には，利
害状況に応じて，階級連合的にあるいは階級横断的に成立するものもありう
る。
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一な者であるに留まる。それだけでは一地位や生産関係を同じくする
「人々」ではあっても　　まだ同じ階級に属するとはいえない。同一階級で
あるためには，対立しあう，「戦う」集団に属することを要するのである。
　上の階級規定は，従来行なわれてきた諸規定にくらべるとかなり現象的で
あることを特徴とする。しかし本来の階級概念は，現在の通念よりは現象的
なものだったのではなかろうか。古典もこのような解釈を許すとわれわれは
考える。階級は人口を抽象すれば出てくる（その意味で，認識過程上では
「人口」の一段だけ奥に位置する）ものであって，人々が利害を異にする諸
集団に分かれて相争うという　　経験的にも確認しうる一次元での概念に
「すぎない」。この段階では，利害をめぐる深刻な集団的な対立と抗争がある
ことは確認されるが，いかなる意味で利害を異にするかはまだ明らかになっ
ていない。これを説明するために地位概念が必要となる。だから階級を抽象
すると地位が現われる（さらに地位を抽象すると生産関係が現われる）。地
位を，さらには生産関係を認識したもとでは，階級はたんに経験に近い現象
的概念ではなくなり，諸概念の総合からなる豊富な概念となる。その意味で
は階級は地位を含むのではあるが，この場合の「含む」というのは「同じ」
ということではない。両者が「同じ」なのは展開的媒介的に同一という意味
であるから，地位と階級はたんに同一において把握されるよりも，いったん
は差異において把握されるべきであろう。この差異が，われわれの規定した
「物質的利害をめぐって長期に，持続的に，かつ大規模に如是っている人口
集団」という点にあらわれる。地位にはなく階級にあるものは，まさに現実
的な集団的対立関係ということなのである。この対立関係は先に述べたよう
に，基本的には地位に規定されるとはいえ，地位に還元はされない。地位は
社会的労働力の基部における共通性であって，その上にいろいろな共通性が
展開する。これらのうち，集団としての結集においてどれがもっとも強く作
用するかは先験的には決められない，事実の問題である。地位は個人が集団
へ結集するさいに何らかの形で作用はするものの，そのまま作用する場合も
一195一
544
あれば，屈折した形で作用する場合もあり，またその極端としてもはや作用
しなくなる場合もある。だからこそ階級を析出するさいには地位のほかにい
ろいろな共通性を考慮する必要が出てくる。種々の階級分類において，地位
分類のほかに職業分類を併用することが行なわれるのは，地位以外の結集の
契機の多くが職業の示す共通性から得られるからであると解釈される。
　階級とは，基部を地位としてその上に重層する他の諸関係から合成され
る，地位とはべつの概念である。このような立場で地位から階級を区別しよ
うとする方向は，我々の知る限り，従来みられなかったものであると思われ
る。「階級構造」と「階級位置」とを区別する説（Poulantzas，86－96）や「階
級構造」と「階級形成」とを区別する説（Wright，109－111）は，我々の区別
と部分的には類似しているし，「階級構成」と「階級構造」とを区別しようと
する示唆（大橋，77）もあるいは我々の区別に通じるのかもしれないが，い
ずれも地位と階級との概念的分離という考え方ではないという点で，枠組と
して基本的に異なると考えられる。我々は階級を従来よりは現象的に規定す
るが，それは階級をより「浅く」ではなく，地位より一段階だけ総合的な
（すなわちそれだけ複雑な）概念としてとらえるためであった。これによっ
て両概念のちがいが明確化され，またとくに階級概念にその固有の場が確保
されるであろう。
　2）階級と地位とが異なる概念であることは，次の諸点に明らかである。
　（1）地位は生産関係にかかわるが，そのさいの生産関係の範囲はもっと
も根幹的な部分（生産過程と本源的な分配過程における関係）に限られる。
しかし物質的富をめぐる社会的な利害対立関係，すなわち階級は，それ以後
の過程（派生的な諸分配過程）でも生じう『る。たとえば独占資本家と中小資
本家，産業資本家と商業資本家，産業資本家と銀行資本家などは，剰余価値
を搾取する側にあるという点では（つまり地位においては）同一であり，し
たがって利害も基本的には同一であるが，剰余価値の配分において排反的な
関係に立ちうる。地主と資本家との区別もここに関係するであろう。
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　（2）地位は下部構造の一部（生産関係）にのみかかわるが，階級は生産
力を含めた下部構造全体にかかわる。そこで労働力が生産力としてもつ性質
の違い，たとえば従事する労働が生産的か不生産的労働かという違いが階級
分化の契機になりうる。同じく雇用者であっても剰余価値の生産ではなく実
現に従事する者は，その労働が資本経営の一端に通じることから，つぎのよ
うな共通性をもつ。労働が相対的にではあるが頭脳的・自律的・非定型的で
ある，労働を通して雇用主あるいは上層雇用者の（つまり資本家の）考え方
に馴染む，彼らと労働のうえで日常的に接触する，利潤の分配に預かりう
る，したがって雇用主あるいは上層雇用者からの懐柔の対象になりやすくま
たそれを受け入れやすい，など。これらからして不生産的労働に従事する雇
用者は一先述の上層雇用者以外の者であっても一いわゆる「職員」とし
てまとまりうる。地位を定めるにあたっては搾取・被搾取やその形態として
の雇用・被雇用などが問題であって，雇用者が行なう労働の性格はどうでも
よかったが，雇用者各個人が集団にまとまるための契機を（つまり階級への
帰属を）考えるさいには，彼の行なう労働の機能的性格に由来する共通性
（一般的にいえば職業）が重要になってくるのである。＊
　（3）地位は下部構造（の一部）にだけかかわるのにたいして，階級は上
部構造にも関係する。上部構造を構i成するのは搾取関係や所有関係ではな
＊　いわゆる「ホワイトカラー」が労働者階級に属するかどうかという論争
に，我々の考え方を適用するとつぎのようになる。「属する」という説は，地
位の同一性から階級の同一性を論証している。地位と階級とはことなる概念
であるから，この論証は（結論自体の妥当性はべっとして）成り立たない。
一方，「属さない」という説は，労働の機能的性格における差異（「ホワイト
カラー」の労働は労働者のそれと違って剰余価値を創造しないこと）を根拠
にしている。階級帰属を定める上で，労働の機能的性格が論理的に地位に優
先するという根拠はないから，この説もそのままでは成り立たない。階級帰
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く，支配・被支配を中心とする「役割関係」である。このなかでとくに重要
なのは政治的な支配・被支配の関係である。この関係からみると，たとえば
警官や軍人は支配階級の暴力装置であるから，政治権力をもっている階級の
一部分とみなされうる。また一般公務員についても，そのかなりの部分は
一政治的支配階級の「暴力」装置ではないが「装置」ではあるかぎりで
一支配階級の一員であるといえる。地位の上では，警官，軍人，公務員の
大部分は公務雇用者（他の一部分は政府要員）であった。彼らの地位を決定
するさいには，雇用・被雇用，搾取・被搾取ということが重要であったが，
これらの性質は彼らの階級を問題にする時には必ずしも重要ではなくなる。
雇用関係や搾取関係の如何にかかわらず，とにかく政府の装置あるいは暴力
装置の構成員であることのほうが，階級帰属にとっては決定的となる。この
意味では「警官」「軍人」「公務員」はまさにすぐれて階級的なカテゴリーで
ある。言い換えれば，それら自体としては産業的もしくは職業的なカテゴ
リーであるが，それらが階級的カテゴリーとしての意味を帯びる。また政治
的観点からe＃　，非営利団体役員についても今のべたのと同様のことが成り立
つ。彼らは地位の上では同一の項目を形成するが，階級においてはいくつか
の項目にわかれる。一部分はたとえば労働者階級に属し（労働組合の役員），
属を判断する基準は，「ホワイトカラー」が労働者階級と呼ばれる集団の一
員として持続的に活動しているか否かに置かれるべきである。つまり「ホワ
イトカラー」が労働者階級に属するかどうかは理論的抽象的にではなく，具
体的にのみ決定されうる。したがってそれは国によってまた時代によって異
なりうる。「ホワイトカラー」は，たとえぽ日本では労働者階級に属すると
いってよいかもしれないが，フランスでは明らかに労働者階級ではなく独自
に階級を（それも幾つかの階級を）構成し，またアメリカでは労働者階級で
はないうえ，自身でべつに階級を構成してもいない，というように論じられ
るのではなかろうか。
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他の一部は資本家階級に属する（経営者団体の専従役員）であろう。
　（4）地位の特性からして集団に結集しえない，またはしにくい者がある
（在宅勤労者，小作人，失業者など）。彼らは地位においてはそれぞれに区別
される。もし階級帰属が社会的富の獲得方法における差異を基準にしている
なら，それぞれを別階級としなければならないであろう。しかし在宅勤労者
階級とか失業者階級というようなカテゴリーを立てることはいかにも不自然
である。この理由は，彼らにはその地位の特徴（分散性）からして結束する
契機がなく，集団としてまとまらないことにある。彼等は地位の分類におい
てはそれぞれに区別されるが，階級の分類においては通常はその対象外で
あって，階級分類における残余的カテゴリーたらざるをえない。
　（5）地位はもつぼら客観的な属性であるが，階級は主観的（意識的）な
要素をも含む。この点で注目されるのは「知識人」，技術者，芸術・芸能人な
どの階級帰属である。彼等は地位においては自営業老，公務雇用者，非営利
団体雇用者などに属しているが，だからといってそれぞれにべつの階級をな
すと言えないことは明らかである。彼等は階級においては全く別様に区別さ
れねばならない。彼等は通常は代弁者ないし補助者として他のいずれかの階
級に分属するであろう。意識は一というよりもその源となる技術や芸術を
含む広い意味での知識は，地位の分類のさいには無関係であるが，階級の分
類にのさいには重要な役割を果たす。たんなる意識一般ではない，知識とし
て具体化された意識は，地位とはべつに階級を指定する契機でありうる。
（なお，いわゆる階級意識にかんする面倒な問題がこれと関係しているが，
ここではそこにまで立ち入る余裕はない）。
　（6）地位は個人にかんする事実であるが，階級は「家族的な」事実であ
る。これは労働力というものが通常は家族として存在し，家族を単位として
再生産されることによる。家族内での相互作用のために，地位と階級とが対
応しなくなることがありうる。たとえば失が自営業主，妻が労働者である場
合，この両者は地位の上では異なるが，階級としてはおそらく同一になるで
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あろう。
　（7）地位は社会的分業に組み込まれた労働力の属性である。だから私的
労働力や失業中の労働力（主婦，学生，引退者，年金生活者，失業者など）
は地位をもたないのであるが，相争う社会的集団の，つまりいずれかの階級
（おそらくは夫や扶養老の属する，あるいは引退前や失職前に属していた階
級）の一員ではありうる。
　（8）地位はその時々の，いわぽ静態的な属性であるが，階級は累積的，
動態的な状況である。たとえぽ，地位においては同じく私企業雇用者であっ
ても，最近まで農業者や自営主であった者と時代前からそうであった者とは
思想や行動において異なるかもしれない。かって雇用者であった自営業主
や，いずれ雇用主になることが予定されている雇用者なども，他の自営業
主，他の雇用老とは同一視されえないであろう。
　従来，階級と地位は，暗黙のうちに同一概念視されてきたきらいがある。
あるいは地位は階級の一部分であるという理解があったのかもしれないが，
その場合でも「一部分」ということの意味が明瞭でない限り，実質的には同
一視することと同じであろう。地位＝階級という立場では，階級と地位の両
方にたいして考察が不十分になるのであるが，とくに地位にかんしては，地
位分類というものが現実に作成されているだけに一層不都合な事態がもたら
される。つまりこの立場では現行の地位分類を，本来は階級分類であるべ
き，しかし現実にはそれが歪曲されてしまった形態（いわば擬似的な階級分
類）と解釈せざるをえないが，
　（1）現行の地位分類は，階級分類としては貧弱すぎて，たんに擬似的と
いうだけでは説明できない。
　（2）現行の地位分類の作成者自身が，地位分類が階級分類であることを
明確に否定している（たとえばD6srosieres，156）。もともと階級分類を目指
していないものにたいして，「階級分類としては擬似的にすぎない」という
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批判をしても，批判として説得的でない。
　（3）地位分類の爾かに「社会経済分類」型の分類が存在することを説明
できない（擬似的な階級分類というべきはむしろこちらのほうである）。
　したがって「階級＝地位」という立場からは，現行の地位分類は，誤って
いることだけは確かな，しかしどうしょうもないものとしか見えず，その体
系を批判的に説明することも，また，地位分類というものが現に行なわれて
いるという事態そのものも説明できない。
　これにたいして地位と階級とを概念的に分離すれば，以上のことはすべて
「スムーズに」解決される。地位というものが社会的労働力の生産関係的属
性として階級とは一応べつに存在するのであれば，現行の地位分類はその認
識結果であるとして説明されるし，またその内容は，地位を認識するさいの
一資本制的政府による認識であるがゆえの　　支配的なイデオロギーによ
る歪みによって（また追加的には統計分類であることによる実用的な制約に
よって）説明される。さらに階級分類のためには地位分類とはべつの分類が
必要であることになるから，「社会経済分類」型の分類が存在することも説
明されるのである。
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